





















































ケーションスキルを高めることを目的としたQuestion, Persuade, and Refer（QPR）プログラムや、
Signs of Suicide（SOS）プログラムというものがある。そして近年、エビデンスレベルが高い
プログラムと報告されているYouth Aware of Mental Health Programme（YAM）があり、海外の
プログラムには、効果検証も行われているものが多い。これに対して、日本では、個別の研究
者が「いのちの授業」や独自の教育プログラムなどを実施・開発し、自殺予防教育に取り組ん
できた。このような中で、日本では「SOSの出し方教育」が取り組まれることとなったが、そ
の効果についてまだ明確なエビデンスは得られていない。こうした状況から、太刀川はこの
SOSの出し方教育を推し進めることで、セルフ・スティグマをより高める恐れがあることを指
摘している。
　次に、川島大輔は、「学校での自殺予防教育の現状と今後の課題―GRIPを中心に」と題し
た論考で、自殺予防教育の重要性と自殺予防教育プログラムであるGRIPについて概要を論じ
ている。GRIPは、川島も開発に関わったプログラムであり、生徒一人ひとりが「課題に挑戦
し回復する力」を見つけるための教育プログラムで、子どもたちの状況に配慮しながら、彼ら
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彼女らが（自傷や自殺に代わる）良好な代替手段を見つけられるような足場を提供するもので
ある。GRIPは、学級や集団における援助の成立を目指しており、学級や学校内の集団におい
て援助が成立するためには、「本人の援助希求能力を高めることと同時に、そうした援助が求
められた際に周囲が適切に応答できる環境づくりの両方が必要である」としている。論考では、
このGRIP作成の経緯と、構成・概要について記されている。こちらでも、太刀川の指摘と同
じように、海外では大規模調査を通じた教育効果が報告されつつあること、国内では自殺予防
教育については効果検証の途上にあることが論じられている。
　最後に、勝又陽太郎は、「若年者に対する自殺予防―日本の対策の変遷と国際的動向」と
する論考で、日本を含む各国の具体的な自殺予防に関する戦略の概要をみた上で、海外で実施
されてきた自殺予防戦略について述べている。WHOによると、2013年の時点で政府の採択し
た自殺予防戦略もしくは行動計画が導入されている国は28か国ある。そして、そのうち21か
国が欧米の国に占められており、地域差が大きい。勝又は、若年層を対象とした自殺予防対策
について、ニュージーランド、英国の対策について例示した上で、若年者の自殺予防に関する
研究知見を地域レベルでの対策、医療領域における対策、学校における対策とオンライン上で
の対策で整理している。そして、自殺予防対策の多くは中学生・高校生をメインターゲットに
していること、大学生を中心とした高等教育を受けている者への研究が少ないといった問題点
を指摘している。世界的に見ても自殺予防教育については現在も日々研究が蓄積されている段
階であり、今後も勝又のように定期的に世界各国の自殺対策の取組についてレビューをし、情
報を更新し続けることが求められる。
　自殺予防教育の実施にあたっては、そもそも授業時間の確保や教員側の負担も考えると、そ
の導入には様々な困難があるが、現場の状況を把握した上で、エビデンスのある自殺予防教育
を実施していくことが重要である。近年、日本の自殺死亡率は大きく減少傾向にあるが、日本
の若者世代の自殺死亡率は他の世代の自殺死亡率が近年減少傾向にあるのに比べて大きな変化
がない。さらに、G7の中で、若者世代の死因の1位が「自殺」なのは日本のみである。若者
世代が自殺を選ばざるをえない国は、本当に恵まれた国だと言えるのだろうか。本特集を通じ
て国内外の状況をご覧いただいた上で、どのような対策を実施していくべきか、そしてどのよ
うな研究が必要か、一緒に検討していただけたら幸いである。
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